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                             2019年 10月 25日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 优化营商环境条例 
19.10.22公布 国務院令第 722号／20.01.01施行 

2 关于修改《上市公司重大资产重组管理办法》的决定 

19.10.18公布 中国証券監督管理委員会令第 159号／同日施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于增值税发票管理等有关事项的公告 

19.10.09公布 国家税務総局公告 2019年第 33号／19.10.01施行 
2 关于发布《非居民纳税人享受协定待遇管理办法》的公告 

19.10.14公布 国家税務総局公告 2019年第 35号／20.01.01施行 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国人民银行、国家外汇管理局关于进一步便利境外机构投资者投资银行间债

券市场有关事项的通知 

19.09.30公布 中国人民銀行及び国家外国為替管理局 銀発[2019]240号／

19.11.15施行 
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第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 税関手続並びに税関の検査、監察及び監査に関する税関法の細則及び施行措

置を定める議定を合一する合一文書 
財政省の 2019年 9月 26日付第 46/VBHN-BTC号合一文書 

2 外国為替管理分野における行政の書類及び手続に関する若干の法律規範文書

を修正し、又は補充する通知 
国家銀行の 2019年 10月 11日付第 15/2019/TT-NHNN号通知／19.11.25

施行 
 

第 5 韓国 

1 建築法施行令一部改正令 
19.10.22公布 大統領令第 30145号／19.10.24施行 

2 精神健康増進及び精神疾患者福祉サービス支援に関する法律施行令一部改正

令 
19.10.22公布 大統領令第 30142号／19.10.24施行 

3 中小企業創業支援法施行令一部改正令 
19.10.22公布 大統領令第 30154号／19.10.24施行 

4 刑の執行及び収容者の処遇に関する法律施行令一部改正令 
19.10.22公布 大統領令第 30134号／19.10.24施行 

5 発明振興法施行令一部改正令 
19.10.24公布 大統領令第 30158号／同日施行 

6 スマート都市造成及び産業振興等に関する法律施行令一部改正令 
19.10.24公布 大統領令第 30159号／同日施行 

7 建築物の避難・防火構造等の基準に関する規則一部改正令 
19.10.24公布 国土交通部令第 665号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 7 シンガポール 

1 WORKPLACE SAFETY AND HEALTH (LEARNING REPORT) 
REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 
October 2019 and come into operation on 22 October 2019; No.S699/2019 

2 HUMAN BIOMEDICAL RESEARCH ACT 2015 (AMENDMENT OF 
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FIFTH SCHEDULE) ORDER 2019 
First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 

October 2019 and comes into operation on 1 November 2019; 
No.S701/2019 

3 HUMAN BIOMEDICAL RESEARCH (TISSUE BANKING) 
REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 
October 2019 and come into operation on 1 November 2019; No.S702/2019 

4 HUMAN BIOMEDICAL RESEARCH (REQUIREMENTS FOR 
APPROPRIATE CONSENT — EXEMPTION) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 
October 2019 and come into operation on 1 November 2019; No.S703/2019 

5 HUMAN BIOMEDICAL RESEARCH (TISSUE BANKING AND 
NOTIFICATION — EXEMPTION) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 
October 2019 and come into operation on 1 November 2019; No.S704/2019 

6 HUMAN BIOMEDICAL RESEARCH (AMENDMENT) REGULATIONS 
2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 
October 2019 and come into operation on 1 November 2019; No.S705/2019 

 

第 8 タイ 

1 石油貯蔵のための保税倉庫に関する準則、手続及び条件についての税関局第

156/2562号通知 
19.08.09制定／同日施行 

2 非書面方式の電子的方法による物品輸出入の許可証又は認可証書取得申請の

準則、手続及び方法についての仏暦 2562年（西暦 2019年）の国際貿易局の通

知 
19.10.04制定／19.11.01施行 

3 仏暦 2510年（西暦 1967年）薬品法及びその修正・補充版の第 80（6/1）上

に基づく薬品処方登録の条件許可規定についての仏暦 2562年（西暦 2019年）

の食品及び薬品委員会事務所の通知 
19.10.10制定／19.10.13施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 LAND TRANSPORTATION FRANCHISING & REGULATORY BOARD 
  MEMORANDUM CIRCULAR NUMBER 2019-032 
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  OPENING OF APPLICATION FOR NEW CERTIFICATE OF PUBLIC 
CONVENIENCE (CPC) TO OPERATE PREMIUM TAXIS WITH ITS 
CORRESPONDING FEATURES AND SPECIFICATIONS PURSUANT TO 
DEPARTMENT ORDER NO. 2019-007 (AMENDING D.O. NO. 2015-011), 
WHICH SHALL BE KNOWN AS “TAXI MODERNIZATION 
PROGRAMME” 

19.7.18付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
2 PHILIPPINE NUCLEAR RESEARCH INSTITUTE 
  CPR PART 7 
  LICENSING OF NUCLEAR INSTALLATIONS, REV. 01 

19.6.14付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15日後に施

行 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 モンゴル国行政及び領域単位並びにその管理に関する法律第 17 条の 17.1.9
の条項及び第 18条の 18.2の規定が憲法の関連する条項に違反するか否かの論

争の判定に関する 2019年 9月 20日付モンゴル国憲法裁判所の結論 No.4 
 

第 13 カザフスタン 

1 2019 年ないし 2021年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律

への変更の導入に関するカザフスタン共和国法律 
2019年 10月 22日付No.266-VI ZRK／2020年 1月 1日から施行 

2 保険業の規制問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追

加の導入に関するカザフスタン共和国国立銀行理事会の決定 
2019年 9月 12日付 No.157 同月 17日法務省登録 No.19380／公布の日

から 10暦日の経過後に施行 
3 株式会社及び金融組織による金融報告の開示規則の承認に関する 2012 年 8
月 31 日付カザフスタン共和国国立銀行理事会の決定への変更の導入に関する

カザフスタン共和国国立銀行理事会の決定 
2019年 9月 13日付 No.156 同月 17日法務省登録 No.19386／公布の日

から 10暦日の経過後に施行 
4 カザフスタン共和国の領域からの石油製品の輸出のいくつかの問題に関する

カザフスタン共和国エネルギー相、カザフスタン共和国内務相、カザフスタン

共和国第一副首相兼財務相及びカザフスタン共和国国家安全委員会会長の共

同決定 
2019年10月16日付エネルギー省No.338、内務省No.909、財務省No.1156

及び国家安全委員会No.84/qe 同月21日法務省登録No.19500／公布の日か
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ら 10暦日の経過後に施行 
 

第 14 ウズベキスタン 

1 「Sergeli工業パーク」小規模工業ゾーンの活動の組織化に係る措置に関する

ウズベキスタン共和国内閣決定 
2019年 10月 16日付No.878／同月 17日施行 

2 通貨規制に関するウズベキスタン共和国法律への変更及び追加の導入に関す

るウズベキスタン共和国法律 
2019年 10月 22日付No.ZRU-573／同月 23日施行 

3 特許代理人に係る規程への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和

国内閣決定 
2019年 10月 21日付No.887／同月 22日施行 

4 国語としてのウズベク語の役割及び影響力の根本的な向上に係る措置に関す

るウズベキスタン共和国大統領令 
2019年 10月 21日付No.UP-5850／同月 22日施行 

5 債権者の法的保護の強化及び事業活動の資金調達メカニズムの改善に関連す

るいくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウ

ズベキスタン共和国法律 
2019年 10月 22日付No.ZRU-572／同月 23日施行 

6 パトロネージュに関するウズベキスタン共和国法律 
2019年 10月 16日付No.ZRU-571／同月 17日施行 

 

第 15 トルコ 

1 第 6306 号法律の施行規則における変更の実施に関する環境及び都市計画省

の規則 
2019年 10月 19日官報 No.30923／同日施行 

2 湿地の保護に係る規則における変更の実施に関する農林省の規則 
2019年 10月 23日官報 No.30927／同日施行 

3 刑事訴訟法及び特定の法律における変更の実施に関する法律 
2019年 10月 17日付No.7188 同月 24日官報 No.30928／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 18 添付法令資料 
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   1 モロッコ最高法院に関する組織法律第モロッコ最高法院に関する組織法律第モロッコ最高法院に関する組織法律第モロッコ最高法院に関する組織法律第 24242424----07070707 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 2008200820082008 年年年年 10101010 月月月月 20202020

日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----08080808----64646464 号号号号（目次）    

   2韓国電気事業法韓国電気事業法韓国電気事業法韓国電気事業法（目次）    

   3中国国外証券先物取引所中国駐在代表機構管理弁法中国国外証券先物取引所中国駐在代表機構管理弁法中国国外証券先物取引所中国駐在代表機構管理弁法中国国外証券先物取引所中国駐在代表機構管理弁法（目次） 

   4 輸入医薬品製造施設に対する優良医薬品製造方法に係る要件の遵守評価に輸入医薬品製造施設に対する優良医薬品製造方法に係る要件の遵守評価に輸入医薬品製造施設に対する優良医薬品製造方法に係る要件の遵守評価に輸入医薬品製造施設に対する優良医薬品製造方法に係る要件の遵守評価に

関する関する関する関する2019201920192019年年年年4444月月月月24242424日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁長官規則長官規則長官規則長官規則No.7No.7No.7No.7

（目次）    

   5複合運送に関する議定を合一するベトナム運輸交通省の合一文書複合運送に関する議定を合一するベトナム運輸交通省の合一文書複合運送に関する議定を合一するベトナム運輸交通省の合一文書複合運送に関する議定を合一するベトナム運輸交通省の合一文書（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 
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塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


